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〈投稿論文〉
鉄道裁判における裁量統制
─鉄道裁判における需要予測及び比較衡量の研究
田　畑　琢　己
要旨
本稿では，三権分立の視角から行政が実施した公共事業の合理性を司法がどのように判断したのかについて
分析した。西尾勝は，行政学の視角から「憲法第31条及び第76条の規定より絶対的に司法審査に服しない行政
行為を許容する余地はない。」と指摘した。本稿は，この西尾勝の視角から裁判例を検討する。需要予測と比
較衡量は，公共事業の合理性を評価する指標となる。本稿では，鉄道裁判において「需要予測」及び「比較衡
量」が争点となった事例を考察する。考察の結果，裁判所は「予測と現実との乖離」，「過大な需要予測による
財政赤字の増大」，「水増しした人口予測」に対して消極的な判断しか下せなかった。裁判所は「一般的手法」
ということだけで予測手法の合理性を認めたが具体的な内容に審査が及んでいない点で問題がある。比較衡量
は，土地収用法20条３号４号，都市計画法13条１項，地方自治法２条14号，鉄道事業法５条１項１号などを根
拠に争われたが十分な司法審査がなされなかった。仙台高判平成19年10月30日の「費用便益比が１未満でも法
律に違反しない」という判示を踏まえて，正確な需要予測と適正な比較衡量は，法律レベルで要件を統一的か
つ明確にすべきであると結論付けた。
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１．はじめに
戦後，我が国の総人口は増加を続け，昭和42年に
は初めて１億人を超えたが，平成20年の1.28億人を
ピークに減少に転じた。国立社会保障・人口問題研
究所の推計によると，我が国の人口は平成60年に
0.99億人と１億人を割り込み，平成72年には0.87億
人まで減少すると見込まれている。人口の推移をよ
り長期的に見ると，明治時代後半から100年をかけ
て増えてきた我が国の人口が，今後100年のうちに
再び同じ水準に戻ることが見込まれ，我が国はこれ
から，これまでの歴史を振り返っても類を見ない水
準の人口減少を経験することになる。このような状
況の中で公共事業に対する批判が強まり平成21年８
月30日に投開票が行われた第45回衆議院議員総選挙
では，マニフェストで「無駄な公共事業の代表とさ
れた八ツ場ダムは中止。時代に合わない国の大型直
轄事業は全面的に見直す。」と掲げた民主党が308議
席を得て衆議院第一党となった（その後，民主党は
八ッ場ダム建設の是非をめぐり迷走することにな
る。）。行政による公共事業の統制は，橋本内閣によ
る財政構造改革（橋本内閣後の小渕内閣は，財政構
造改革法を改正・停止し80兆円を超える公債の大増
発により公共事業中心の経済対策などを実施した。）
と小泉・安倍・福田内閣による道路特定財源の一般
財源化に代表されるように失敗した（五十嵐＝小川
（2008）：140）。政治による公共事業の統制は，財源
の制約によらない限り過大な事業実施が排除しにく
いという構造がある。それに対して，一般住民の不
信感は募っているものの，その意思が政治決定に反
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映しがたく，住民投票などを通してしか表明されて
いない。そのために，過大な需要予測や合理性を欠
く比較衡量に基づいて巨額の公金が支出されてしま
うことに対する統制を合理性の観点から効かせよう
とするときには，司法による統制の役割に期待する
ことが現実的であり必要である。
小田急線連続立体交差事業認可処分取消請求事件
（最一判平成18年11月２日民集60巻９号3249頁）の
調査官解説（最判解（民事篇）（平成18年度（下））』
（2009）1157～1158頁，（46）（森英明執筆））によれ
ば「統制の程度という観点からみた類型として，①
裁量権濫用型（裁量濫用型審査，最小限審査，裁量
権踰越・濫用型審査），②実体的判断代置型（判断
代置型審査，実体的判断代置方式審査），③中程度
の審査（中間密度型の実体法的審査）の３つを掲げ
て，行政事件訴訟法第30条の規定は，①を制定法上
明言した」と解説している。①による裁量審査の基
準は，「事実誤認」，「目的違反・動機違反」，「信義
則違反」，「平等原則違反」，「比例原則違反」，「基本
的人権の尊重」が挙げられて（櫻井＝橋本（2011）：
122-124），本研究で取り上げた「需要予測」及び「比
較衡量」は行政法学の立場から裁量審査の基準とな
りにくい。西尾勝は「憲法第31条及び第76条の規定
からいっても，絶対的に司法審査に服しない行政行
為というものを許容する余地はない（西尾（1990）：
312）。」と指摘し，「需要予測」及び「比較衡量」な
どの科学技術的内容についても司法審査の対象とな
るというのが行政学の立場である１。本稿は，この
西尾勝の視角から裁判例を検討する。公共事業の合
理性を判断する基準として需要予測２と比較衡量が
あり，公共事業の合理性を判断する指標となる。
1.1　先行研究の検討
先行研究の検討は，行政学における需要予測及び
比較衡量，そして，行政法学における裁量統制につ
いて行う。
1.1.1　行政学における需要予測及び比較衡量
行政学における需要予測及び比較衡量の先行研究
は，西尾勝の研究を取り上げる。
（１）需要予測
予測の合理性とその限界について西尾勝（西尾
（2002）：293-294）の研究概要は，次のとおりである。
第１の問題は，未来の社会現象の正確な予測は大変
に難しいということである。第２の問題は，予測と
計画による制御の関係である。第３の問題は，予測
の公表が人間行動に影響を与え，予測が自己実現的
予言になったり自己否定的予言になったすることで
ある。本稿と関係するのは第１の問題であり，次の
内容である。その困難さは計画期間が長くなればな
るほど増す。そこで，長期計画は，ごく少数の重要
変数の過去の趨勢を未来に投射する方法で将来値を
推定することになるが，ここでは予測値に一定の幅
が生じざるをえない。しかし，予測値に大きな幅を
残したままでは，その他の計画諸元の数値を確定す
ることができないので，予測値をその幅の中のいず
れか一点に固定することにならざるをえない。そし
て，ひとたび予測値が固定されると，その後はこの
数値が一人歩きを始め，予測の当否は専らこれを基
にして行われる。
（２）比較衡量
西尾勝（西尾（2002）：353-355）は比較衡量につ
いて，次の２点の指摘をして，その概要は次のとお
りである。第１は，諸価値の換算である。複数の指
標に基づく総合評価の結果を相互に比較可能にする
ためには，異なる指標でとらえられた異質の価値を
一定の換算率に従って単一の価値尺度に換算し直し
て，価値量の総和を算出するほかはない。例えば，
費用便益分析にいうところの便益とはあらゆる効果
を貨幣価値に換算したものである。すなわち，費用
便益分析は，投入量と産出量の双方とも貨幣価値で
表示することによって，比率の算出を単純化してい
る分析手法である。だが，行政活動の成果を表す価
値の中には，時間・生命・健康・美醜などといった
貨幣価値に換算しがたい諸価値も含まれている。こ
うした諸々の価値を全て単一の価値尺度に強引に換
算することがどこまで可能なのか。可能であるにし
ても，そうすることが果たして好ましいことなので
あろうか。以上のような考え方を示した。第２は，
このようにして数量的に測定された投入・算出比率
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をどのような基準によって比較し評価すべきなのか
である。ここでは，３つの基準を示している。まず，
第１の基準は，投入・算出比率の分子の生産量（成
果）が共通で，分母の投入量（経費）にのみ大小の
差があるような場合に適用される基準である。この
ような場合には，分母の経費の大小のみが比較対象
になり，分母の経費が最小の方法が最も能率的な方
法ということになる。次に第２の基準は，投入・算
出比率の分母の経費は共通で，分子の成果のみ大小
の差があるような場合に適用される基準である。こ
のような場合には，分子の成果の大小のみが比較対
象になり，分子の成果が最大の方法が最も能率的な
方法ということになる。だが，現実には，分子又は
分母が完全に同一であるなどという事態はほとんど
ありえない。現実の複数の投入・算出比率は分子も
分母も異なる比率についての比較評価になる。この
ような場合に適用されるのが第３の基準である。す
なわち，このような場合には，比率の大小に着目し
て，この比率が最大の方法を選べばよい。
1.1.2　裁量統制
現在，裁量をめぐる問題の中心は，裁量を認める
べきか，これを否定するべきかという二者択一的な
峻別論３から，個々の行政処分において，裁判所が
裁量審査をするにあたりどの程度踏み込むべきかと
いう密度審査の問題へと移行している（櫻井＝橋本
（2011）：113）。ここでは，比較的新しい研究の中か
ら亘理格の研究と橋本博之の研究を取り上げる。
（１）亘理格の研究
裁量統制の審査密度について亘理格の研究概要
（亘理（2002）：264-267）は，次のとおりである。
東京高判昭和48年７月13日行裁例集24巻６・７号
533頁には，土地収用法20条３号の要件の存否の判
断について３つの重要な要素が指摘されており，そ
れぞれ第１規準，第２規準，第３規準とされている。
第１規準は，事業計画に関わる諸要素・諸価値の
「比較衡量に基づく総合判断」が要求されていると
されている部分，とくに括弧で引用した部分を指
す。第２規準は，「かけがえのない景観的，風致的，
歴史的，文化的環境価値を有する土地は，収用制度
との関係においても最大限限度尊重されるべきであ
り，かかる土地を対象地とする収用事業を以て「土
地の適正かつ合理的な利用に寄与するもの」である
と言い得るためには，そのような環境価値を犠牲に
してもなお当該事業計画を実施しなければならない
特別の必要性があることを要する」を指す。第３規
準は，「本来もっとも重視すべき諸要素，諸価値を
不当，安易に軽視し，その結果当然尽くすべき考慮
を尽くさず，または本来考慮に入れるべきでない事
項を考慮に入れもしくは本来過大に評価すべきでな
い事項を過重に評価し，これらのことにより事業認
定庁のこの点に関する判断が左右されたものと認め
られる場合」という点，他事考慮・要考慮事項考慮
不尽といわれる要素を指す。
このような検討を踏まえて，亘理格は，次のよう
な見解を示した。この３つの規準相互の関係である
が，まず第１規準は，事業の実施により得られる公
共の利益がそれにより失われる公的若しくは私的な
諸利益に優越することを一般的に要求するものであ
るに止まり，第１規準のみでは，当該判断過程で考
慮されるべき価値や利益，各々の価値・利益の優劣
を判断するための指標は明らかにされていない。そ
こで第２規準が示された。ただし，この第２規準の
提示のみでは，事業開発利益と歴史的・文化的・自
然的諸利益という「同一の土俵で」数量的に比較で
きない。そこで，第３規準が導かれる（見上
（2006）：172-173）。
（２）橋本博之の研究
裁量統制の審査密度について橋本博之の研究概要
（橋本（2009）：145-155）は，次のとおりである。
行政裁量に係る司法審査のあり方について，近時
の判例・裁判例は，行政決定に係る意思形成過程の
適否に着目した判断過程統制手法を急速に発展さ
せ，一定の場合に行政裁量に係る審査密度を高める
という傾向を示している。判断過程統制手法とは，
行政決定に係る考慮要素を解釈論的に抽出した上
で，それらの考慮のされ方に着目しながら，当該決
定に至る判断形成過程の合理性につき追行的に審査
するという解釈技術的特色を持つ裁量統制手法であ
る。ここでまず考察が必要と思われるのが，判断過
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程の合理性・適切性に着目した審査手法を導入して
行政裁量に係る審査密度を高めた裁判例として広く
知られる東京高判昭和48年７月13日行裁例集24巻
６・７号533頁（日光太郎杉判決）の位置付けであ
る。同判決の判断過程統制手法は，要件裁量に係る
審査密度を「大きく向上させる」統制手法として評
価される一方，要件認定に係る考慮要素につき「相
対的重要度」や「重み付け」の設定操作をした上で，
それらの考慮のされ方に踏み込むかたちで意思形成
過程の合理性審査がなされるという特色を有してい
るため，裁判官による「価値判断」の介在や，実際
には「実体的判断代置方式」であるとの批判的な指
摘がなされている。
このような批判があるにも関わらず，日光太郎杉
判決は，爾後の裁判例に大きな影響を与えているた
め，同判決の今日的な意義を確認する。第１に，要
件裁量・効果裁量という裁量の所在論と判断過程統
制手法の結合という視角がある。日光太郎杉判決で
は，要件裁量を認めてその司法統制基準を示すとい
う論理構造の中で判断過程統制手法が持ち出され，
効果裁量につき比例原則適用，要件裁量につき考慮
要素に着目した判断過程審査という構図であった。
第２に，手続的審査・実体的審査という座標軸にお
ける判断過程統制手法の位置付けという視角があ
る。日光太郎杉判決は，係争処分につき「裁量判断
の方法ないし過程に過誤があり，これらの過誤がな
く，これらの諸点につき正しい判断がなされたとす
れば…判断は異なった結論に達する可能性があっ
た」と述べる。この点をとらえれば，同判決は，行
政決定に係る手続面での過誤を統制しており（手続
的審査），裁量権行使それ自体を社会通念に照らし
著しく妥当性を欠くと認定判断する裁量権逸脱・濫
用審査（実体的審査）とは，その思考枠組を異にす
る。第３に，判断過程の合理性審査のため考慮要素
を解釈論的に抽出する場合に，考慮要素の「重み付
け」をする・しないという視角がある。日光太郎杉
判決では，収用対象たる土地の文化的価値・環境保
全を「解釈により加重」し，そのことを解釈論上の
鍵として，単純な他事考慮・考慮遺脱を超えた統制
密度の向上が図られている。第４に，裁量統制の審
査密度の濃淡という視角がある。日光太郎杉判決に
ついて，判断代置的審査には至らないが，最小限審
査を上回る「中程度の審査」の仕方を採用した裁判
例として整理されることがある。ただ，この「中程
度の審査」という観点の設定は，裁量権の肯定によ
る判断代置的審査の否定と，判断過程統制手法の導
入による裁量統制密度の向上がどのように組み合わ
されるべきか，という問題がある。第５に，行政決
定に係る考慮要素の抽出という解釈方法と，行政決
定に至る判断過程の合理性につき審査するという解
釈方法について，全体として判断過程統制手法とし
て統合的に扱うのか，両者を分離してとらえるの
か，という視角がある。日光太郎杉判決は，両者は
結合関係にあるものとして理論構成されているが，
両者を分離した上で判例法を解析することが有用と
の指摘がある。
1.2　本稿の主旨
司法による行政統制の視点は先行研究があるもの
の事例研究としては蓄積が少ない。本稿では，鉄道
事業４において「需要予測」及び「比較衡量」が争
点となった事例５を考察する。
２．裁判例の分析
山村恒年は，公共事業が争われた判例を分析し費
用効果分析を，①動態的，機能的な合理性の判断形
成（行政事実が年々変動している場合，最新の事実
を認定し，かつ，最新の計画基準に基づくなど）（以
下，「視角①」という。），②統合的合理性思考によ
る判断形成（事業目的と環境配慮の統合など）（以
下，「視角②」という。），③計画は合理的な基礎調
査と評価に基づくこと（行政事実の正しい認識と将
来予測の的確な見通しをすること，合理的な費用効
果（又は便益）分析に基づくこと）（以下，「視角③」
という。），④裁量の規範的統制を一層充実させ，実
質的法治主義を確保すること（①～③の外，必要性
規範，代替案比較原則など裁量統制規範を具体化さ
せる）（以下，「視角④」という。）に整理した（山
村（2006）：32-33）。本稿では，①～④を合理性の
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視角とする。裁判例は別表のとおりである。
2.1　取消訴訟
2.1.1　事業認定処分取消請求事件
（東京地判平成２年４月13日判自74号63頁）
（１）事件の概要
起業地の土地所有者である原告らは，多くの公害
をもたらし沿線住民の環境を破壊し極めて多くの危
険を内包する地下鉄について，土地収用法20条２号
ないし第４号に定める要件を欠いていると主張し
た。本件は都知事が帝都高速度交通営団に対してし
た東京都市計画都市高速鉄道半蔵門・日本橋本町間
の建設工事及びこれに伴う付帯工事の事業認定の取
消を求めた事案である。
（２）裁判例の分析
裁判所の土地収用法20条３号の要件適合性につい
ての考え方は，その土地について「得られる公共の
利益」と「失われる公共的又は私的利益」を比較衡
量して前者が後者に優越するときに認められるとい
うものである（判旨①③）。この考え方は，先行研
究で取り上げた東京高判昭和48年７月13日も同じで
あり，裁判所にほぼ定着していると思われる。判旨
②は，ａ停車場の位置が最適であること，ｂ線路は
民地への影響を避けるとともに経済性を考慮して道
路下に建設すること，ｃ車両規格の外側の余裕を縮
小して断面の小さい隧道であることから経済性を考
慮している点で合理的であるという考え方を示した
（視角②③）。原告らは事業による環境破壊を主張し
ていたが，事業そのものの不合理性について述べて
いないという問題がある。
2.1.2　小田急線連続立体交差事業認可処分取消請求
事件
（東京地判平成13年10月３日判時1764号３頁，東京
高判平成15年12月18日民集59巻10号2758頁，最一判
平成18年11月２日民集60巻９号3249頁）
（１）事件の概要
小田急小田原線の連続立体交差事業に関して，沿
線住民である原告らが，事業の方式につき優れた代
替案である地下式を理由もなく不採用とし，その結
果原告らに甚大な被害を与える高架式で同事業を実
施しようとする点で，同事業の前提となる都市計画
決定の事業方式の選定には違法があると主張して建
設大臣が東京都に対してした都市計画事業認可の取
消を求めた事案である（「小田急線連続立体交差（高
架化）事業認可取消訴訟」判タ1074号91頁）。
（２）裁判例の分析
裁判所は都市計画法13条１項柱書前段を「様々な
利益を比較考慮し，これらを総合して政策的，技術
的な裁量によって決定せざるを得ない事項というこ
とができる。」という考え方を示した（判旨①⑨）。
判旨②は「考慮した事実及びそれを前提としてした
判断の過程を確定」してから「著しい過誤欠落」が
あるか否かについて審査するとした。判旨⑤⑩は
「重要な事実の基礎を欠く」，「評価が明らかに合理
性を欠く」，「考慮すべき事情を考慮しない」という
具体的な審査基準を示した。判旨③は「地下式の採
用により不要となる土地の処分により収入を得るこ
との可能性」と「地下式を採用した場合に必要とな
る土地についても，その地上部分の利用価値は高架
式を採用した場合の高架上下部分の利用価値を大き
く上回る」という理由から高架式について「優位さ
がどの程度のもの」かについて検討すべきであった
という考え方を示した。この点，判旨③は視角③か
ら審査を行った。
判旨④は「騒音被害の発生」，「計画的条件の設定
の誤り」，「地形的条件の判断の誤り」に加えて判旨
③の理由から「判断内容にも著しい誤りがある」と
いう考え方を示した。この点，判旨④は視角①②か
ら審査を行った。判旨⑥は「本件高架式は，地下式
より優位に立つ」という行政の主張を確認したが，
合理的な基礎調査に基づかないと考える（視角③）。
判旨⑦は「判断順序は，各考慮要素のうちのどの要
素にどのような重きを置くか，価値序列をどのよう
に設けるかによっても変わり得る」とし，各考慮要
素に対する重み付けや価値序列は「事業の目的・性
質，事業実施の緊急度・社会的要請の程度，計画さ
れる当時の都市計画事業者等の置かれた財政状況，
社会・経済状況等」により変わるとし広範な行政裁
量を認めた。この点，判旨⑦は裁量統制規範を具体
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化していない（視角④）。
判旨⑧は「構造形式選択上の比較条件」に「環境
的条件」を含めなかったが，環境影響評価を実施し
たという理由で裁量権逸脱を認めなかった。この
点，判旨⑧はより良い構造形式を決めることと環境
影響評価とを混同しているという問題がある（視角
②）。判旨⑪は「環境への影響を比較していない」
ことを認めながら「環境影響評価」を実施している
という理由から「判断の過程において考慮すべき事
情を考慮しなかったということはできない」という
考え方を示した。この点，判旨⑪は比較衡量におい
て環境を考慮しないという問題がある（視角②）。
判旨⑫は「既に取得した用地の取得費や鉄道事業者
の受益分を考慮せずに事業費を算定」していること
を認めながら「合理性を有する」とした。この点，
判旨⑫は合理的な基礎調査を欠いているという問題
がある（視角③）。
2.1.3　事業認定処分，土地収用裁決取消請求事件
（名古屋地判平成14年３月27日判自255号113頁，名
古屋高判平成15年１月21日裁判所ウェブサイト掲
載）
（１）事件の概要
本件は，名古屋市高速度鉄道第４号線山下通・新
瑞橋間建設工事事業に関して，その起業地の一部を
共有している原告らが，愛知県知事が行った本件事
業の認定処分は，土地収用法20条の定める要件を欠
き違法であると主張して，その取消を求めた事案で
ある。
（２）裁判例の分析
法20条３号と４号の要件適合性についての考え方
は，その土地について「得られる公共の利益」と「失
われる公共的又は私的利益」を比較衡量して前者が
後者に優越するときに認められるというものである
（判旨①）。具体的な審査基準は「土地の状況等の諸
要素の比較衡量に基づく総合的判断」とし，「政策
的，専門技術的判断」を伴うとした。判旨②は「地
下鉄利用乗客予想人数と現実のそれとの間に相当の
開き」と「計画の策定から実現まで長い期間を要し
た」という負の側面と「交通の利便が著しく向上し，
交通渋滞の解消等」とを比較した。判旨③は判旨②
を踏まえて「得られる公共上の利益は大きく，本件
事業には大きな公益性が認められる」という考え方
を示した。判旨④は「需要予測が過大で，本件事業
遂行により名古屋市の財政赤字が増大するとして
も，そのことから公共の利益が減少，消滅するもの
ではない」，「起業者の財政赤字の増大を考慮するこ
とは，むしろ他事考慮」であるとした。この点，判
旨③は「地下鉄利用乗客予想人数と現実のそれとの
間に相当の開き（判旨②）」を考慮しなかったこと
と，判旨④は「財政赤字増大」を考慮しなかった点
で共に合理的な評価を欠いている（視角③）。
2.1.4　西大阪延伸線工事施工認可取消請求事件
（大阪地判平成20年３月27日判タ1271号109頁）
（１）事件の概要
本件は，西大阪鉄道の施行する都市計画事業に係
る事業計画予定地の近隣住民である原告らが，本件
事業認可には，その前提となる都市計画決定に騒音
に関する環境影響評価その他の手続等に誤りがある
ほか，本件事業認可そのものにも実体的，内容的な
瑕疵があるから違法であるとして，その取消を求め
た事案である。
（２）裁判例の分析
判旨①は都市計画法における都市施設の規模の決
定について「政策的，技術的見地から判断すること
が不可欠」とした。裁判所の審査について「重大な
事実の基礎を欠く」，「事実に対する評価が明らかに
合理性を欠く」，「考慮すべき事情を考慮しない」と
いう具体的な審査基準を示した（最一判平成18年11
月２日同旨）。判旨②は「新たな調査庁のデータを
踏まえて改めて需要予測」をしなくても「有用性判
断の基礎」を失わないという考え方を示した。この
点，最新の事実を踏まえていないという問題がある
（視角①）。
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2.2　住民訴訟
2.2.1　公金支出差止請求事件
（大阪地判平成15年11月27日裁判所ウェブサイト掲
載）
（１）事件の概要
本件は，原告らが，大阪市が中心となって実施し
ている地下鉄新線北港テクノポート線の建設事業な
いしその事業に対する公金支出が違法であるとし
て，大阪市に対し，地方自治法242条の２第１項１
号に基づき，その事業に関する公金支出等の差止を
求めた事案である。
（２）裁判例の分析
判旨①は鉄道事業の便益を「時間短縮（自動車利
用者，鉄道利用者）」，「走行経費削減（自動車利用
者）」，「道路交通事故減少（自動車利用者）」の３つ
とし，費用を「事業費」，「維持管理費」の２つとし
た。判旨②は費用便益比について「１以上の値を
とった場合，そのプロジェクトは社会的に価値を持
つ」とし，夢洲トンネル及び本線の整備の費用便益
比を10.01とした。判旨③は「従来より一般的に行
われている需要予測の算出方法を用いて」いること
から合理的であるという考え方を示した。この点，
実体に合った需要予測の算出方法を用いていないと
いう問題がある（視角①）。判旨④は「需要予測後
に…変更を踏まえて上記需要予測も変更する必要が
ある」に加えて「交通量は一定程度減少することが
容易に予測される」としながら需要予測の合理性を
否定しなかった。この点，的確な予測をしていない
という問題がある（視角③）。判旨⑤は「慎重な再
検討が望まれる」としながら「政策的判断の当不当
の問題に止まる」という考え方を示した。
2.2.2　仙台市高速鉄道事業公金支出差止請求事件
（仙台地判平成18年３月30日判自305号60頁，仙台
高判平成19年10月30日判自305号36頁）
（１）事件の概要
仙台市は，仙台市高速鉄道東西線事業を実施する
ことにつき，国土交通大臣に対し，鉄道事業法４条
に基づく事業許可の申請を行った。そこで，仙台市
民により構成された団体である仙台市民オンブズマ
ンは，本件事業は経営上適切なものではなく，費用
便益比が１を切るなど，鉄道事業法５条１項１号等
に違反する違法なものであると主張し，自治法242
条の２第１項１号に基づいて，仙台市長に対し，公
金支出の差止を請求する住民訴訟を提起した。
（２）裁判例の分析
判旨①は違法性を判断する基準として，「事業計
画が経営上適切」と「費用対効果が１を切るかどう
か」を考慮するべきであり「その合理性が検討され
なければならない」という考え方を示した。判旨②
は「東西線利用圏に住人が東西線を利用することは
考えられない地域を含んでいる」という原告らの主
張に対して，理由を述べずに「判断過程に，不合理
な点は存しない」という考え方を示した点で問題で
ある（視角①）。判旨③は仙台市の予測を「推計値
と異なる推移を辿る可能性があることは事実」とし
ながら「人口増加数が増えていた頃の数値を含んで
いたとしても，それが直ちに不合理なものとまでは
いえない」という考え方を示した。この点，判旨③
は正確な事実に基づかない予測を行ったという問題
がある（視角①）。
判旨④は「マニュアルに基づいて，費用便益分析
を行った」という理由から「合理性が認められる」
という考え方を示した。この点，判旨④はマニュア
ルで用いた数値を審査していないという問題がある
（視角①③）。判旨⑤は「本件事業を実施するか否か」
について市長の「政治的判断」と議会のコントロー
ルの下での「市長の広い裁量」に委ねられていると
いう考え方を示した。判旨⑥は「費用便益比につい
ては，これが１を切ることによって直ちに何らかの
法律に反することにはなるとは認められない。」と
し，判旨⑦は「費用便益分析の結果が鉄道事業法の
営業許可基準に反するか否かに直結するものではな
い。」とした。この点，判旨⑥⑦は，事業の合理性
の判断基準として費用便益分析を否定したという問
題がある（視角③）。判旨⑧は理由を述べずに「需
要予測及び建設費見積りに不合理とまでいうべき点
は存在しない」，「費用便益比も原判決説示のとおり
1.10となる」を認めた。
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３．裁判の評価
3.1　需要予測
需要予測で考慮されなかった事項は，①予測と現
実との乖離（名古屋地判平成14年３月27日（判旨
②），大阪地判平成20年３月27日（判旨②），大阪地
判平成15年11月27日（判旨④）），②過大な需要予測
による財政赤字の増大（名古屋高判平成15年１月21
日（判旨④）），③水増しした人口予測（仙台地判平
成18年３月30日（判旨③））の３つである。需要予
測で考慮された事項は，④一般的手法（大阪地判平
成15年11月27日（判旨③））である。
①～④は，どこまで行政裁量を認めるのかという
問題がある。②は「起業者の財政赤字の増大を考慮
することは，むしろ他事考慮」という判示と併せて
考えると需要予測を実施する意義にも疑問が生じ
る。③は統計処理上大きな問題がある。④は「需要
予測は，従来より一般的に行われている需要予測の
算出方法を用いて行われており…一応合理的なもの
である。」としているが，「一般的」という外観だけ
で具体的内容を審査しないで合理性を認めている点
で問題がある。
3.2　比較衡量
裁判所の土地収用法20条３，４号の要件適合性に
ついての考え方は，その土地について「得られる公
共の利益」と「失われる公共的又は私的利益」を比
較衡量して前者が後者に優越するときに認められる
というものである（東京地判平成２年４月13日（判
旨①③），名古屋地判平成14年３月27日（判旨①））。
この考え方は土地収用法20条３号についての東京高
判昭和48年７月13日以降の裁判例に共通している。
失われる利益は，本件事業のために必要最小限（最
も妥当な地点，民地への影響を極力避ける，車両規
格の外側の余裕を縮小する特別設計，建設費の縮
減，起業地幅員の縮小，必要最小限の長さの停車場）
（東京地判平成２年４月13日（判旨②）），「財政赤字
の増大」について「他事考慮」とされた（名古屋高
判平成15年１月21日（判旨④））である。得られる
利益は，交通の利便の向上と交通渋滞の解消（名古
屋地判平成14年３月27日（判旨②））である。
都市計画法13条１項について，最一判平成18年11
月２日（判旨⑨）は，「諸般の事情を総合的に考慮
した上で，政策的，技術的な見地から判断すること
が不可欠である。」という考え方を示したが，他の
裁判例も同じ考え方であると思われる。失われる利
益は，違法な騒音被害の発生（東京地判平成13年10
月３日（判旨④））がある。得られる利益は，土地
の用地取得費・地上部分の利用価値（東京地判平成
13年10月３日（判旨③））がある。最一判平成18年
11月２日（判旨⑪）は，比較衡量において環境を考
慮しないで「高架式が優れている」という考え方を
示した。
地方自治法２条14項や鉄道事業法５条１項１号な
どのより比較衡量を行った裁判例は，①費用便益比
が１以上の場合は社会的に価値を持つ（大阪地判平
成15年11月27日（判旨②），仙台地判平成18年３月
30日（判旨①）），②費用便益比が１未満でも法律に
違反しない（仙台高判平成19年10月30日（判旨⑥））
がある。
比較衡量は，これまでのところ「政策的，技術的
な見地から判断する」という理由から行政裁量に委
ねられていた。費用便益分析の結果も「１未満でも
法律に違反しない」という裁判例があるように公共
事業を統制する有効な手段になっていないという問
題がある。
４．おわりに
本稿では，鉄道事業が争点となった裁判例につい
て需要予測と比較衡量を分析・検討した。最一判平
成18年11月２日（判旨⑩）が示した考え方は，判断
形成過程統制（北村（2011）：225）と呼ばれる審査
方式であり，裁量権の逸脱・濫用に係る審査を，①
重視すべきでない考慮要素の重視（他事考慮），②
考慮した事項に対する評価が明らかに合理性を欠く
こと（評価の明白な合理性欠如），③当然考慮すべ
き事項を十分に考慮しないこと（考慮不尽）という
具体的な基準により行うものである（櫻井＝橋本
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（2011）：127）。検討した裁判例は，最一判平成18年
11月２日（判旨⑩）を否定しない立場であると思わ
れるが，需要予測の考慮事項に対して司法審査が及
んでいなかった。
需要予測は「予測と現実との乖離」，「過大な需要
予測による財政赤字の増大」，「水増しした人口予
測」に対して消極的な判断しか下せなかった。予測
手法についても「一般的手法」ということだけで合
理性を認めたが具体的な内容に審査が及んでいない
点で問題がある。比較衡量は，土地収用法20条３号
４号，都市計画法13条１項，地方自治法２条14号，
鉄道事業法５条１項１号などを根拠に争われたが十
分な司法審査がなされなかった。仙台高判平成19年
10月30日（判旨⑥）の「費用便益比が１未満でも法
律に違反しない」という判示を踏まえて，正確な需
要予測と適正な比較衡量は，法律レベルで要件を統
一的かつ明確にすべきであると考える。
注
１　西尾勝に対する聞き取り調査による（2014年３月１
日）。行政学が独自の分野として確立されるにあたって
は，大きく２つの課題があった。その１つは行政法学か
らの独立であり，もう１つは広義の政治学の中で独自の
対象と方法を確立しなければならないという課題である
（今村＝武藤＝沼田＝佐藤＝前田（2006）：11）。
２　行政需要は行政の則るべき規範となる（片岡（1978）：
16）。
３　明治憲法下の行政法学説は，その要件および内容につ
き法令が一義的に定める羈束行為と，法令が行政庁の判
断に委ねる部分を認める裁量行為とにまず二分した上
で，後者をさらに法規裁量（羈束裁量）行為と自由裁量
（便宜裁量）行為に区分して論じられてきた（櫻井＝橋
本（2011）：111）。
４　国土交通省の平成26年度予算配分において鉄道事業予
算（約232億円）は道路事業，治水事業に次いで３位であっ
た（国土交通省HP（http://www.mlit.go.jp/common/
001032214.pdf））。需要予測や比較衡量が争点となった裁
判例の研究は，道路裁判（田畑（2012）：96-105），河川・
ダム裁判（位田（2007）：3-15，位田（2013）：3-14）が
あるので，本稿では鉄道裁判を取り上げた。
５　法律情報データベース（LEX/DB）に掲載された「需
要予測」及び「比較衡量」が争点となった鉄道裁判例及
び関連する裁判例を選択した。
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別表
鉄道・取消訴訟
事件名 判決年月日 決定
ないし判決
申立人
ないし原告
相手方
ないし被告
判　　　旨
事業認定処
分取消請求
事件
東京地判平
成２年４月
13日判自74
号63頁
一部却下，
一部棄却
地権者 東京都知事 ① 「土地収用法20条３号の「事業計画が土地の適正且つ合理的な利用に寄与
するものであること。」とは，その土地がその事業の用に供されることに
よって得られる公共の利益と，その土地がその事業に供されることによっ
て失われる公共的又は私的利益とを比較衡量し，前者が後者に優越すると
認められることをいうと解すべきであり，右判断は，事業認定に係る事業
計画の内容，事業計画の達成によってもたらされるべき公共の利益，右事
業計画において収用の対象とされている土地の状況等の諸要素を総合して
行われるべきである。」
② 「停車場の位置については，地域の発展及び開発状況…を考慮して最も妥
当な地点が選定されている。また，これらの停車場につなぐ線路は，民地
への影響を極力避けるとともに経済性を考慮して大部分を道路下に建設し，
民地の使用は，…やむを得ない場合に限ることとされている。…車両窓構
造を特別な構造にすることによって一般鉄道の建築定規に比して車両規格
の外側の余裕を縮小する特別設計の許可を得，これに基づいて隧道が設計
されている。このことにより，建設費の縮減と起業地幅員の縮小が図られ
ている。停車場の規模は，…最大車両の長さに余裕長を加えた必要最小限
の長さとして設計されている。…変電所のための用地も起業地として最小
限のものである。…本件区間のにおける附帯工事としては，…シールド工
事施工のため必要不可欠な用地であり，必要最小限に止められている。」
③ 「本件起業地は，本件事業の目的達成のための諸条件を充分考慮して選定
された，本件事業の適地であり，しかも，本件事業のために必要最小限の
ものということができるし，右起業地が本件事業の用に供されることに
よって得られる公共の利益は，同起業地が本件事業の用に供されることに
よって失われる利益より優越すると認められるから，本件事業計画が土地
収用法20条３号の要件を充足していることは明らかである。」
小田急線連
続立体交差
事業認可処
分取消請求
事件
東京地判平
成13年10月
３ 日 判 時
1764号３頁
各事業の認
可を取消す。
地権者・周
辺住民
建設大臣 ① 「都市計画法13条１項柱書前段は，…都市計画基準としてこのような一般
的かつ抽象的な基準が定められていることからすれば，…様々な利益を比
較考慮し，これらを総合して政策的，技術的な裁量によって決定せざるを
得ない事項ということができる。」
② 「行政庁が計画決定を行う際に考慮した事実及びそれを前提としてした判
断の過程を確定した上，社会通念に照らし，それらに著しい過誤欠落があ
ると認められた場合にのみ，行政庁がその裁量権を逸脱したものというこ
とが許される。」
③ 「高架式の事業費の算定に当たっては，昭和63年より前に買収していた土
地の用地取得費を積算の対象外としているが，…地下式の採用により不要
となる部分があれば，これを売却等により処分することは可能となる…地
下式の場合の事業費の検討に当たっては，既に買収した土地で地下式の採
用により不要となる土地の処分により収入を得ることの可能性等について
も検討すべきであったし，地下式を採用した場合に必要となる土地につい
ても，その地上部分の利用価値は高架式を採用した場合の高架上下部分の
利用価値を大きく上回ると考えられるから，仮に事業費自体について高架
式が優位であったとしても，これらの点を減殺した上でその優位さがどの
程度のものかを慎重に検討する必要があった。」
④ 「都市計画決定に当たっての判断内容については，第１に，高架式を採用
すると相当広範囲にわたって違法な騒音被害の発生するおそれがあったの
にこれを看過するなど環境影響評価を参酌するに当たって過誤があり，第
２に，本件事業区間に隣接する下北沢区間が地表式のままであることを所
与の前提とした点で計画的条件の設定に誤りがあり，第３に，地下式を採
用しても特に地形的な条件で劣るとはいえないのに逆の結論を導いた点で
地形的条件の判断に誤りがあり，第４に，より慎重な検討をすれば，事業
費の点について高架式と地下式のいずれが優れているかの結論が逆転し又
はその差がかなり小さなものとなる可能性が十分あったにもかかわらず，
この点についての十分な検討を経ないまま高架式が圧倒的に有利であると
の前提で検討を行った点で事業的条件の判断内容にも著しい誤りがある。」
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鉄道裁判における裁量統制
鉄道・取消訴訟
事件名 判決年月日 決定
ないし判決
申立人
ないし原告
相手方
ないし被告
判　　　旨
小田急線連
続立体交差
事業認可処
分取消請求
事件
東京高判平
成15年12月
18日民集59
巻10号2758
頁
原判決を取
消す。
建設大臣 地権者・周
辺住民
⑤ 「審査方法としては，行政庁の第１次的な裁量判断が既に存在することを
前提として，その判断要素の選択や判断過程に著しく合理性を欠くところ
がないかどうかを検討すべきであり，具体的事案における行政庁の判断過
程において，その判断の基礎とされた重要な事実に誤認があること等によ
りその判断が全く事実の基礎を欠くかどうか，事実に対する評価が明白に
合理性を欠くこと等により判断が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くか
どうか，当然考慮されてしかるべき重要な要素が考慮されていたかどうか，
逆に考慮されてはならない要素が考慮されていたかどうか，それらの考慮
の有無の結果，決定された都市計画の内容が著しく妥当性を欠くものに
なっていないかどうか等の裁量権行使の著しい不合理性を示す事情の有無
を中心とし，裁量権の逸脱，濫用の有無を検討する観点から審査を行う。」
⑥ 「事業費は，本件高架式が約1,900億円であるのに対し，地下式は，２線２
層方式の場合が約3,000億円，１線４層開削方式の場合は約3,600億円とな
り，３つの比較条件いずれの点でも，本件高架式は，地下式より優位に立
つと判断した。さらに，本件高架式は，嵩上式と地下式の併用との関係で
も，３つの比較条件において優位に立つと判断した。」
⑦ 「都市施設の構造をどのようなものとするかは，施設建設による環境への
影響の程度のほかにも，事業費の多寡，建設工事や用地収用等に係る事業
施行の難易度・技術的可能性，当該都市施設に期待される機能・効用の確
保の度合い，関連事業との整合性等の諸要素を総合考量して判断されるこ
とになる。そして，複数の代替案がある場合に上記各要素を総合考量して
１つを選択する上での条件設定の仕方や判断順序は，各考慮要素のうちの
どの要素にどのような重きを置くか，価値序列をどのように設けるかに
よっても変わり得るところ，各考慮要素のうちのどの要素にどのような重
きを置くか，価値序列をどのように設けるかは，当該事業の目的・性質，
事業実施の緊急度・社会的要請の程度，計画される当時の都市計画事業者
等の置かれた財政状況，社会・経済状況等によっても変わり得るものであ
り，必ずしも一義的に決することができるものではない。」
⑧ 「構造形式を選択した後には，当該構造形式について環境影響評価を参考
に環境への影響が考慮されており，環境への配慮を全く欠いているわけで
はない本件においては，構造形式選択上の比較条件の設定において環境的
条件を含めなかったことについて，参加人が裁量権の範囲を逸脱したもの
とまでは認め難い。」
最一判平成
18年11月２
日民集60巻
９号3249頁
本件上告を
棄却する。
地権者・周
辺住民
建設大臣 ⑨ 「都市計画法は，…都市施設の規模，配置等に関する事項を定めるに当たっ
ては，当該都市施設に関する諸般の事情を総合的に考慮した上で，政策的，
技術的な見地から判断することが不可欠である。」
⑩ 「その基礎とされた重要な事実に誤認があること等により重要な事実の基
礎を欠くこととなる場合，又は，事実に対する評価が明らかに合理性を欠
くこと，判断の過程において考慮すべき事情を考慮しないこと等によりそ
の内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合に限
り，裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとして違法となる。」
⑪ 「参加人は，平成５年決定に至る検討の段階で，本件区間の構造のについ
て３つの方式の比較検討をした際，計画的条件，地形的条件及び事業的条
件の３条件を考慮要素としており，環境への影響を比較しないまま，本件
高架式が優れていると評価している。しかしながら，この検討は，工期・
工費，環境面等の総合的考慮の上に立って高架式を適切とした本件調査の
結果を踏まえて行われたものである。加えて，その後，本件高架式を採用
した場合…環境影響評価の結果を踏まえた上で，平成５年決定を行ってい
るから，…その判断の過程において考慮すべき事情を考慮しなかったとい
うことはできない。」
⑫ 「本件区間の構造について３つの方式の比較検討をした際，既に取得した
用地の取得費や鉄道事業者の受益分を考慮せずに事業費を算定していると
ころ，このような算定方式は，当該都市計画の実現のために今後必要とな
る支出額を予測するものとして，合理性を有するというべきである。」
185
Hosei University Repository
鉄道・取消訴訟
事件名 判決年月日 決定
ないし判決
申立人
ないし原告
相手方
ないし被告
判　　　旨
事業認定処
分，土地収
用裁決取消
請求事件
名古屋地判
平成14年３
月27日判自
255号113頁
原告らの請
求をいずれ
も棄却する。
土地所有者 愛知県知事 ① 「法20条３号…同条４号…上記各要件は，当該土地がその事業の用に供さ
れることによって得られる公共の利益と，これによって失われる公共的又
は私的利益とを比較衡量し，前者が後者に優越すると認められる場合に充
足すると解すべきである。そして，この存否についての判断は，事業認定
に係る事業計画の内容，事業計画の達成によってもたらされるべき公共の
利益，事業計画において収用の対象とされている土地の状況等の諸要素の
比較衡量に基づく総合的判断として行われるべきものであり，その性質上，
必然的に政策的，専門技術的判断を伴うものであるから，事業認定庁の判
断が社会通念上明らかに不相当であって，裁量権の逸脱又は濫用にわたる
と認められない限り，違法をもたらすものではない。」
② 「当初の計画立案以来，その実施に至るまで長い年月を要したものであり，
この間，当初の想定人口や１日当たりの地下鉄利用乗客予想人数と現実の
それとの間に相当の開きを生じたことが認められるものの，長時間を要し
た原因は様々なものが考えられるから，計画の策定から実現まで長い期間
を要したことが直ちに公益性の欠如を示すものとは言い難い。…本件事業
を実施することにより，現在においても名古屋市内の交通の利便が著しく
向上し，交通渋滞の解消等に資することが認められる。」
③ 「総合的に判断すると，本件事業によって得られる公共上の利益は大きく，
本件事業には大きな公益性が認められる一方で，原告らが本件事業の実施
により所定の補償を受けることによっても償い難いような不利益を受ける
とは認められないのであるから，本件処分には，何ら裁量権の逸脱又は濫
用は認められない。」
名古屋高判
平成15年１
月21日裁判
所ウェブサ
イト掲載
本件控訴を
いずれも棄
却する。
④ 「昭和36年当時の需要予測が過大で，本件事業遂行により名古屋市の財政
赤字が増大するとしても，そのことから公共の利益が減少，消滅するもの
ではないし，また，法20条３号，４号に関しては，事業認定の申請を受け
た県知事は，起業地が当該事業の用に供されることによって得られるべき
公共の利益の有無，起業地につき収用又は使用という手段を採る必要性な
どを考慮することが要請されているのであって，事業遂行後における起業
者の財政赤字の増大を考慮することは，むしろ他事考慮というべであって，
同条各号の趣旨と整合しないものである。」
西大阪延伸
線工事施工
認可取消請
求事件
大阪地判平
成20年３月
27日 判 タ
1271号109
頁
原告らの訴
えを却下又
は棄却
周辺居住者
及び不動産
の所有者等
大阪府知事 ① 「都市計画法は…都市施設について…将来の見通しを勘案し…都市施設の
規模…を定めるに当たっては…政策的，技術的見地から判断することが不
可欠であるといわざるを得ない。…裁判所が…審査するに当たっては…そ
の基礎とされた重要な事実に誤認があることと等により重大な事実の基礎
を欠くことになる場合，又は，事実に対する評価が明らかに合理性を欠く
こと，判断の過程において考慮すべき事情を考慮しないこと等によりその
内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠く…違法とすべきものと解する。」
② 「原告らは…意見書を援用するが，同意見書は…本件変更決定後の統計資
料等を引用しているから，大阪市が…本件需要予測後に実施された新たな
調査庁のデータを踏まえて改めて需要予測をすることなく，本件需要予測
に依拠して本件変更決定をしたことにより，西大阪延伸線の有用性判断の
基礎を失わしめるほど，その需要を大きく見誤ったとはいえない。」
鉄道・住民訴訟
事件名 判決年月日 決定
ないし判決
申立人
ないし原告
相手方
ないし被告
判　　　旨
公金支出差
止請求事件
大阪地判平
成15年11月
27日裁判所
ウェブサイ
ト掲載
原告らの請
求をいずれ
も棄却する。
大阪市民 大阪市 ① 「便益算定項目は，時間短縮（自動車利用者，鉄道利用者），走行経費削減
（自動車利用者）及び道路交通事故減少（自動車利用者）の３つの便益が挙
げられている。…費用項目としては，事業費2,860億円と維持管理費66億
円／年が挙げられている。」
② 「社会費用便益比は，プロジェクト便益の現在価値をプロジェクト費用の
現在価値で除して算出されるが，社会的にみて現在価値に換算された費用
１単位が，そのプロジェクト期間において平均的にどれだけの便益を生み
出すかを表しており，その評価基準は，１以上の値をとった場合，そのプ
ロジェクトは社会的に価値を持つと判断できる。夢洲トンネル及び本線の
整備に関しては，総便益が31,500億円，費用が3,200億円となり，費用便益
比は10.01で1.0を上回る。」
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鉄道裁判における裁量統制
鉄道・住民訴訟
事件名 判決年月日 決定
ないし判決
申立人
ないし原告
相手方
ないし被告
判　　　旨
公金支出差
止請求事件
大阪地判平
成15年11月
27日裁判所
ウェブサイ
ト掲載
原告らの請
求をいずれ
も棄却する。
大阪市民 大阪市 ③ 「需要予測は，従来より一般的に行われている需要予測の算出方法を用い
て行われており…一応合理的なものである。」
④ 「需要予測後に…変更を踏まえて上記需要予測も変更する必要があるとい
える。そこで，テクノポート大阪計画の見直し等による上記需要予測の変
化を検討するに…従業人口は625人，年平均利用者数は3,078人減少する。
新桜島駅と JR桜島駅との接続がない場合には，…交通量は一定程度減少す
ることが容易に予測される。したがって，需要予測にこれらの変化を反映
させた場合，需要予測に一定の変更が生じることは間違いないところであ
る。しかしながら，…計画自体が否定されたわけではないこと等も考慮す
ると，これらの変化により，上記需要予測が全く合理性を欠き参考になら
ないものになるということまではいえない。」
⑤ 「大阪市が平成12年に行った需要予測に関しては，当時として一応合理性
は認められるものの，…開発計画の変更があった…本線建設の要否，本線
の規格・構造等も含めた慎重な再検討が望まれる…しかし，これらは…政
策的判断の当不当の問題に止まるものであって，…被告に裁量権の逸脱・
濫用があるとはいえず…原告らの主張は理由がない。」
仙台市高速
鉄道事業公
金支出差止
請求事件
仙台地判平
成18年３月
30日 判 自
305号60頁
原告らの請
求をいずれ
も棄却する。
仙台市民 仙台市長 ① 「原告は，本件事業計画の違法性を判断する基準として，本件事業計画が
経営上適切なものかどうか，費用対効果が１を切るかどうかの２点に求ま
られると主張するが，…（鉄道事業法５条１項１号及び地方公営企業法17
条の２第２項）を考慮すると，原告が主張する２点も行政庁が裁量権を行
使する際に考慮されなければならない事項であり，その合理性が検討され
なければならない。」
② 「原告は，仙台市が設定した東西線利用圏…住人が東西線を利用すること
は考えられない地域を含んでいると主張する。しかしながら…東西線利用
圏の設定に至る判断過程に，不合理な点は存しない。」
③ 「原告は…人口の予測も，かかる人口増加数が年々減少している現状に即
して行うべきであると主張し，仙台市のように過去10年間の資料をもとに
すると…人口増加数が増えていた頃の数字を含んでしまい，実際よりも人
口予測が水増しされると批判する。…仙台市の予測した…推計値と異なる
推移を辿る可能性があることは事実だとしても…仙台市が，過去10年間と
いう…人口増加数が増えていた頃の数値を含んでいたとしても，それが直
ちに不合理なものとまではいえない。」
④ 「仙台市は，マニュアルに基づいて，費用便益分析を行った。…仙台市の
需要予測（１日当たりの乗車人数119,000人），建設費見積（１km当たり
190億円）は，いずれも合理性が認められる…整備後30年間の費用便益比は
1.10となり，本件事業は，投下した費用以上の便益が期待できる事業とい
うことができる。」
⑤ 「本件事業を実施するか否かは，被告市長がまさに社会的，政策的又は経
済的な諸要素を総合考慮して決すべき政治的判断ということができ，議会
のコントロールの下での市長の広い裁量に委ねられている。」
仙台高判平
成19年10月
30日 判 自
305号36頁
⑥ 「費用便益比については，これが１を切ることによって直ちに何らかの法
律に反することにはなるとは認められない。」
⑦ 「鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアルは，…費用便益分析の結
果が鉄道事業法の営業許可基準に反するか否かに直結するものではない。」
⑧ 「本件許可申請の需要予測及び建設費見積りに不合理とまでいうべき点は
存在しないところ，…費用便益比も原判決説示のとおり1.10となるのであっ
て，鉄道事業法５条１項１号，地方公営企業法17条の２第２項，地方自治
法２条14項，地方財政法２条１項，４条１項に違反するものでなく，この
点の仙台市の判断に専門技術的裁量，行政裁量の逸脱はないものというべ
きである。」
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